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令和８年度 小規模保育事業 型（特定地域型保育事業） 

指導監査資料 
（令和  年  月  日現在） 

（ふりがな）

施 設 名 
 

 

所 在 地     
〒    － 

宇部市   

電話番号    －   － ＦＡＸ番号    －   － 

メール 
アドレス 

 ホームページアドレス  

法人名  

代表者名  

管理者の 
氏名 

 
 
 
※専従であるか（〇で囲む） 
  専従  ・ 非専従 

事業開始年月日 年  月  日 

特定地域型保育事業と

しての確認を受けた日 年  月  日 

利用定員と

利用現員 

認定 ３号 
合計(人) 

年齢 ０歳児 １歳児 ２歳児 

利用定員     

利用現員     

● 資料記入要領 

 ・特に指定のあるもの以外は、令和8年5月末日時点で記入してください。 

 ・回答をあらかじめ用意した設問については、該当する答えにチェックしてください。 

 ・★又は☆で示した項目は、法令、通知、定款等に規定された特に重要な遵守事項です。 

 ・◆又は◇で示した項目は、上記遵守事項のうち、子ども・子育て支援法等に基づく特定地域型保育事業としての

規定に基づく遵守事項です。 

● 添付書類 

 １ 運営規程 

 ２ 重要事項を説明する文書（令和8年度の利用申込者に交付したもの） 

３ 令和8年5月の勤務表 

４ 施設の平面図（令和8年4月１日以降変更があった場合のみ提出してください。） 

   ※各部屋の名称（保育室等）、面積が記入されているもの。 

５ 給与規程及び経理規程の写し 

６  前年度の事業報告書及び最終補正後の資金収支予算書 

（法人本部のある拠点はサービス区分ごと、それ以外は拠点区分ごとの資金収支予算書） 

７ 今年度の事業計画書及び資金収支予算書 

（法人本部のある拠点はサービス区分ごと、それ以外は拠点区分ごとの資金収支予算書） 

８ 前年度の財務諸表等（各法人が準拠する会計基準による財務諸表等） 

  

 

 ※ 小規模保育事業  型（特定地域型保育事業）指導監査資料及び添付書類はそれぞれ１部提出してください。
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● 前回指導監査結果通知に基づく指導事項（助言指導を含む）の改善措置状況 

（前回指導監査実施日  令和  年  月  日） 

指 導 事 項 改 善 措 置 状 況         未 改 善 の 理 由         
   

 
● 施設運営上の要望・質疑事項 

要 
 
望 

 
事 

 
項 

 

質 
 
疑 

 
事 

 
項 
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◇ 表 紙 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 
◇ 前回指導監査結果通知に基づく指導事項（助言指導を含む）の改善措置状況 ・・ ２ 
◇ 施設運営上の要望・質疑事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 
◇ 目 次 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 
◇ 諸帳簿等の整備関係項目 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

   
諸帳簿等の整備 

Ⅰ処遇関係 
 １ 基本事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 
    利用児童・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 
 ２ 処遇状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 
    保育の基本方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 
    児童の健康診断・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 
    衛生管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 
    基本保育時間外の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 
 ３ 福祉サービスの質の向上のための措置・・・・・・・・・・・・・１２ 
    苦情解決に関するマニュアル整備・・・・・・・・・・・・・・１２ 
    危機管理マニュアルの整備・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 
 ４ 給食業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 
    嗜好調査・献立・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 
    ＜１～２歳児用＞給与栄養量・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

 
Ⅱ会計・経理関係 
 １ 会計管理の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 
 ２ 予算の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 
 ３ 利用者負担・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 
 ４ 支出の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 
 ５ 決算の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

 
Ⅲ審査基準※社会福祉法人・学校法人以外の事業所・・・・・・・・・・２２ 

 
Ⅳ運営・管理関係 
 １ 職員の配置状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 
    施設職員調書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 
 ２ 施設、設備の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 
 ３ 健康管理の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 
 ４ 衛生管理の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 
 ５ 非常災害対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９ 
 ６ 安全計画の策定等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２ 
 ７ 重要事項に関する規程（運営規定）の整備・・・・・・・・・・・３３ 
 ８ 業務分担・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３３ 
 ９ 職員研修等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３３ 
１０ 労務管理等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３５ 
    就業規則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３５ 
    給与規程・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３６ 
１１ 公定価格加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３７ 
    処遇改善加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３７ 
    １歳児配置改善加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３８ 

減価償却費加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３８ 
    賃借料加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３９ 
    施設機能強化推進費加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・３９ 
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諸 帳 簿 等 の 整 備 関 係 項 目 
諸帳簿等の整備（特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準第49条関係） 

 ◆ 諸帳簿等の有無について、該当する欄にチェックのうえ、保存年限を記入してください。 
   ※「有」の書類は監査当日用意してください。 

 

№ 書 類 名 有 無 保存年限 

 

№ 書 類 名 有 無 保存年限 

 

 1 認可・確認関係書類    36 外部評価実施関係書類（実施のみ）    

 2 運営規程    37 業務管理体制の整備に関する書類    

 3 職員会議関係書類    38 保育の自己評価関係書類    

 4 協定書（連携施設・土曜保育等）    39 保育課程    

5 就業規則    40 指導計画（年・月・週・日）    

6 
労基法関係許可・届出 

（24協定、36協定含む）    41 
個人別指導計画 

（3歳未満児）    

 7 職員の資格証明書の写し    42 保育要録（5歳児在籍の場合）    

 8 嘱託医委託書（委嘱書）    43 利用申込同意書    

9 雇用契約書    44 
利用乳幼児個人情報等他機関

への情報提供の同意書    

10 職員採用、退職関係書（辞令等）    45 児童票    

11 履歴書    46 児童出席簿    

12 労働者名簿    47 児童健康診断記録    

13 賃金台帳    48 重要事項説明書    

14 出勤簿（タイムカード）    49 保育日誌    

15 休暇に係る管理帳簿    50 
保護者の不正受給に関する通

知（該当有の場合のみ）    

16 勤務割表    51 食育計画    

17 
健康保険、厚生年金、雇用保険加

入関係書類    52 献立表    

18 
安全管理推進者関係書類 

（職員常時10人以上）    53 栄養計算関係書類    

19 職員健康診断関係書類    54 検食簿    

20 職員研修に関する書類    55 職員検便検査結果記録    

21 
遊具点検記録及び施設安全管理

点検表    56 給食日誌    

22 
防火管理者届出書（控） 

（30人以上の施設は義務）    57 
衛生日誌 

（衛生チェック表）    

23 
防火管理者講習修了証 

（30人以上の施設は義務）    58 検収簿    

24 消防計画（30人以上施設は義務）    59 給食材料受払簿（発注簿）    

25 防災訓練実施計画・実施記録    60 給食納入伝票関係書    

26 消火設備等の業者点検記録    61 
連携施設との給食搬入に係る

契約書（搬入施設の場合）    

27 消火設備等の自主点検記録    62 治癒証明書、登園許可書等    

28 
緊急連絡先一覧表 

（保護者勤務先、避難先等）    63 
収支に関する帳簿 
（予算書、収益計算書、決算書等）    

29 事故発生・再発防止マニュアル    64 財産帳簿（財産台帳、備品台帳等）    

30 事故状況・事故処理記録    65 請求書・領収書綴    

31 損害賠償保険等加入証書    66 
特定地域型保育給付費の請求

に関する書類    

32 事故発生の防止委員会議事録    67 
利用者負担に関する書類 
（徴収説明書、領収書、請求書等）    

33 事故防止研修の実施記録    68 障害児認定通知（該当ある場合のみ）    

34 苦情に関する記録    
69 

公定価格の加算（処遇改善、減価償

却費、賃借料、施設機能強化）に関

する書類 
   

35 たより、パンフレット、しおり等    
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処 遇 関 係 特記事項 
Ⅰ 処遇関係  

１ 基本事項 

 ● 利用児童（児童福祉法第24条による利用児童）の内訳を記入してください。 
・利用児童数については、毎月初日の在籍児童数を記入してください。 

・市外から利用している児童も、利用児童数に含めてください。 

・網掛け部分（5月～3月利用定員、合計、児童数÷定員、年間平均在所率）は自動計算となっ

ているので記入は不要です。 

 

特定教育・保育施設及び

特定地域型保育事業並び

に特定子ども・子育て支

援施設等の運営に関する

基準第37条 
 

＜６年度分＞ 

０歳児 １歳児 ２歳児

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

10 0

11 0

12 0

1 0

2 0

3 0

合計 (Ａ） 0 0 0 0 （Ｂ） 0 　　

年間平均在所率　児童数の合計（Ｂ）÷定員の合計（Ａ）＝

0

３号認定利用定員月

入所児童数

合計

0

0

0

0

0

0

0

児童数÷
定員

（％）

0

0

0

 
 

＜７年度分＞ 

０歳児 １歳児 ２歳児

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

10 0

11 0

12 0

1 0

2 0

3 0

合計 (Ａ） 0 0 0 0 （Ｂ） 0 　　

児童数÷
定員

（％）

年間平均在所率　児童数の合計（Ｂ）÷定員の合計（Ａ）＝

３号認定利用定員月

入所児童数

合計
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処 遇 関 係 特 記 事 項 

 
 ● 年間平均在所率の状況は。  
 

  定員に対し低い  

 定員弾力化を実施している  

   定員を超えて入所している状況が恒常的に亘っている  
その他(その他の場合は以下の空欄に状況を記入してください)  

 
 
 
  ☆ 定員超過となっている場合、職員の配置及び施設の状況は最低基準を満たしてい

るか。 
いる   いない    該当なし    

 
  ☆ 定員を超えて入所している状況が恒常的に亘る場合、定員の見直しを行っている

か。 
いる   いない    該当なし    

 
   ・ いない場合、今後の定員見直しの計画は。 
 

予定（  年  月  日） 予定なし 
 
 
 
 
 
◆ 利用申し込みを行った保護者に、重要事項を説明し同意を得ているか。 

 
いる  いない   

  ◇ 同意の方法は。 
 

 
  
  
 
◆ 重要事項を説明する書面を書面掲示に加え、インターネットを利用して閲覧に供
しているか。 

     いる  いない 
 
● 事業所で行なっている保育サービスの有無について、チェックしてください。 

保育サービスの内容 実 施 の 
有 無 保育サービスの内容 実 施 の 

有 無 

延 長 保 育 事 業 有・ 無 障 害 児 保 育 有・ 無 

休 日 保 育 事 業 有・ 無 夜 間 保 育 事 業 有・ 無 

病 児 保 育 有・ 無 一 時 預 か り 有・ 無 

 
● 主な行事の実施状況を記入してください。 
   （事業報告書に記載がある場合は記入不要。） 

月 行事内容 地域の参加 

  有・ 無 

  有・ 無 

  有・ 無 

  有・ 無 

  有・ 無 

  有・ 無 
 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育 
事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準第48条 
＜定員弾力化の取扱い＞ 

1 基本的な考え方 

 ① 定員の範囲内での保育が原則であ 

ること。 

 ② 待機児童の発生等の状況がある場

合は、定員弾力化をして差し支え

ないこと。 

 ③ 定員弾力化は一時的な措置なの

で、前年度に適用したことで、年

度当初において定員を超えている

場合は、見直しが困難な場合を除

き、定員見直しを実施すること。 

 ④ ③で見直しが困難な場合であって

も、定員を超えて保育を実施する

状態が「恒常的に亘る」(※)場合

は、定員見直しを積極的に行うこ

と。 
※「恒常的に亘る」の定義 
過去５年間常に定員を超えており、か

つ、各年度の年間平均在所率が 120%

以上の状態のこと。 

 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準第38条及び第23

条準用 
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処 遇 関 係 特 記 事 項 

 ◆ 自治会や地域住民による活動等との連携、協力や交流を行っているか。 
   ◇ 前年度の交流内容を記入してください。 

特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業並びに特定子ども・子育て支援

施設等の運営に関する基準第31条準用 
 実 施 内 容 （ 事 業 名 ） 年 間 延 回 数 年間延利用人数  

 回  人  

 回  人  

 回  人  

 回  人  

 回  人  

● 開所時間等を記入してください。 
区分 平 日 土曜日 

開 所 時 間 ：  ～  ： ：  ～  ： 

保育標準時間 ：  ～  ： ：  ～  ： 

延長保育時間 
（保育標準時間を超える部分） 

早朝 ：  ～  ： ：  ～  ： 

夕方 ：  ～  ： ：  ～  ： 

保育短時間 ：  ～  ： ：  ～  ： 

延長保育時間 
（保育短時間を超える部分） 

早朝 ：  ～  ： ：  ～  ： 

夕方 ：  ～  ： ：  ～  ： 
 
● 休園状況及び希望保育の実施状況を記入してください。 

時 期 休 園 期 間 職 員 の 勤 務 体 制 給食の有無 

年末年始 月  日～  月  日 全出 一部出(  人)  全欠 有・ 無 

その他 月  日～  月  日 全出 一部出(  人)  全欠 有・ 無 

 
◇ 休園に係る保護者への連絡は、十分行っているか。  

             いる   いない    
  ○ いる場合、その方法は。 
                                           特定教育・保育施設及び特定地域型保 
                                          育事業並びに特定子ども・子育て支援  

                                         施設等の運営に関する基準第46条 
 
 ◆ 保護者が希望を踏まえた事業所の選択ができるよう保育内容に関する情報の提供を 特定教育・保育施設及び特定地域型保 
行っているか。（行っているものすべてをチェックしてください。）           育事業並びに特定子ども・子育て支援 

  特にしていない ホームページ 広報誌 パンフレットの配架・掲示   施設等の運営に関する基準第28条準用 

その他（                            ） 

  ◇ 上記情報提供は、虚偽又は誇大でなく、正しい情報になっているか。 
                       いる  いない 

  
◆ 連携施設を確保しているか。                          特定教育・保育施設及び特定地域型保 

いる  いない         育事業並びに特定子ども・子育て支援 

  ◇連携施設名                                 施設等の運営に関する基準第42条第 

1項 

 

家庭的保育事業等の設備及び運営に 

                                         関する基準第6条 

  ◇協定書・契約書等は作成しているか。        
いる  いない  

    
  ◆ 連携内容の具体例について該当するものすべてをチェックしてください。 
  保育内容の支援 

［ 給食に関する支援  嘱託医 園庭の解放 合同保育 その他（            ） ] 

  代替保育の提供 卒園後の受け皿 
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処 遇 関 係 特 記 事 項 
 

● 職員会議等（職種分野の会議を含む。）の開催状況について、記入してください。 
 
 ◇ なお、事故発生の防止委員会の開催状況は必ず記入してください。（未実施の場合、年0回で記入してください） 

会 議 の 種 類 出席者の職種 開 催 回 数 議  題  内  容 

事故発生の防止委員会  週 月 年 
 回  

 

  週 月 年 
回  

 

  週 月 年 
回  

 

  週 月 年 
回  

 

  週 月 年 
回  

 
 

 
２ 処遇状況 
 
 ★ 保育指針等に基づき、地域の実情に応じた、保育課程を編成し、それに基づく指

導計画を作成しているか。 
いる   いない  

 
  ○ いる場合、計画内容の有無をチェックしてください。 

計 画 の 内 容 計画の有無 計 画 の 内 容 計画の有無 

年 間 計 画 有 無 週    案 有 無 

月 間 計 画 有 無 3歳未満児の 
個別指導計画 有 無 

障害のある子どもの 
ための指導計画 有 無   

 
 ★支給認定子ども及びその家族の秘密を漏らすことがないよう職員及び職員であった
者に対して必要な措置を講じているか。 

いる   いない  
  具体的な措置方法について記載してください。 
 
 

 
 
 
★他の特定教育・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業を行う者その他の機関に
対して、支給認定子どもに関する情報提供をする際には、あらかじめ保護者から文書
で同意を得ているか。 

                          いる   いない  

 

 
特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援 

施設等の運営に関する基準第44条 

 

 
保育所保育指針第1章3 
 
 
 
 
 
 
 
 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援 

施設等の運営に関する基準第27条第1 

項、第2項準用 

 

 

 

 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準第27条第3項準用 
 
 

 ● 利用児童の傷害・賠償保険に加入しているか。  

                          いる   いない  
 

 
 

○ いる場合、次の事項を記入してください。 

特定教育・保育施設及び特定地域型保 
育事業並びに特定子ども・子育て支援 
施設等の運営に関する基準第32条第4項
準用 
家庭的保育事業等の設備及び運営に関す
る基準の運用上の取扱いについて（通知） 

 契約先・契約期間 保障内容・保障額 掛 金 ・ 支 払 方 法 満期時の扱い  
 

  
一時払い 年払い 月払い 

 

円   

 掛捨て 
 満期返戻金有 
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処 遇 関 係 特 記 事 項 

★ 保護者との連絡は、どのように行っているか。 
   （該当するものにチェックしてください。） 
 
  ◇ 子どもの心身の状況、置かれている環境、他の特定教育・保育施設等の利用状

況等の把握を行っているか。 
            いる  いない 

 
  ○ 日々の連絡 （乳児） 連絡帳 掲示板 口頭 その他（    ） 
           （幼児） 連絡帳 掲示板 口頭 その他（    ） 
 
  ○ 園だより等の発行 （園だより） 有 ［ 年・ 月     回］ 無 
           （クラスだより）  有 ［ 年・ 月     回］ 無 
 
  ○ 懇談会等  （懇談会）  有 ［ 年・ 月     回］ 無 
           （保護者会）  有 ［ 年・ 月     回］ 無 
 
  ◇ 子どもの心身の状況や置かれている環境の的確な把握に努め、支給認定子ども

又はその保護者に対し相談に適切に応じるとともに必要な助言・援助を行って

いるか。                    

 いる   いない  
 
 ◆ 保育計画、保育日誌、苦情記録、事故状況及び処置記録を5年以上保存している 

か。 

                          いる   いない  
 
 
 
◆ 特定教育・保育を提供した際は、提供日、内容その他必要事項を記録しているか。 

   （例：保育日誌の活用）        いる   いない  
 
 
 ★ 児童の健康診断の実施状況を記入してください。 
  ＜直近2回の状況＞ 

☆内科検診     
   ・実施日    年   月   日（実施機関名      ） 

欠席児童    人   うち後日受診    人 
       

     年   月   日（実施機関名          ） 
欠席児童    人   うち後日受診    人 
 

   ☆歯科検診     
   ・実施日    年   月   日（実施機関名          ） 

欠席児童    人   うち後日受診    人 
 

           年   月   日（実施機関名          ） 
欠席児童    人   うち後日受診    人 
 

☆視力検査   
   ・実施日    年   月   日（実施機関名          ） 
 
           年   月   日（実施機関名          ） 
 
 ◆ 嘱託医及び嘱託歯科医を配置しているか。 

           いる   いない   
 

  ◇ いる場合、嘱託契約書はあるか。       ある   ない  
 

  ◇ ある場合、契約書の記載事項は適切か。    適切   不適切  
 

  ◇ いる場合、報酬の支払いはあるか。      ある   ない  
 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て 
支援施設等の運営に関する基準第10条
準用 
【告示】 

保育所保育指針（平成29年厚生労働省告

示117号） 

【通知】 

保育所保育指針の適用に際しての留意事

項について（平成30年3月30日子保発

0330第2号） 

 

 

 

 

特定教育・保育施設及び特定地域型 

保育事業並びに特定子ども・子育て支援

施設等の運営に関する基準第17条準用 

 

 

 

特定教育・保育施設及び特定地域型 

保育事業並びに特定子ども・子育て 

支援施設等の運営に関する基準第49条 

 

 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て 
支援施設等の運営に関する基準第12条
準用 
 
家庭的保育事業等の設備及び運営に関す
る基準第17条 
 
・少なくとも年に2回の定期健康診断を
学校保健安全法に規定する健康診断に準
じて行うこと。 
※家庭的保育事業等の設備及び運営に関
する基準第17条第2項の規定により当該
乳幼児が受けた健康診査等が、健康診断
の全部又は一部と認められるときは、健
康診断の全部又は一部を行わないことが
できる。 
保育所における嘱託歯科医の設置につい
て（昭和58年4月21日児発第284号） 
・嘱託歯科医師による歯科健康診断の実
施。 
・当日欠席した児童は必ず受診させるこ
と。 
 
 
 
 
特定教育・保育等に要する費用の額の算
定に関する基準等の実施上の留意事項に
ついて（令和8年4月8日こ成保306・8
文科初第172号）別紙6Ⅱ1（2）（イ）ⅳ 
 
・嘱託契約書の記載事項 

勤務日時、手当額、業務内容 
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 処 遇 関 係 特 記 事 項 

  
◇ ある場合、支出科目は。     ［                ］ 
 
◇ いる場合、嘱託医師の状況を記入してください。 

 
氏   名 専 門 科 名 医 療 機 関 名 

医 療 機 関 所 在 地 
（○○市○○町） 

給与（報酬）額 
 円 

 

       

       

       

 
● MRSA、インフルエンザ、腸管出血性大腸菌、結核等の感染予防対策マニュアル

を整備し、職員に周知しているか。 
いる   いない  

 
★ 感染症や食中毒を疑ったときは、速やかに施設長に報告する体制が整っているか。 

いる   いない   
○ 上記の措置は、嘱託医等に指示を仰いでいるか。 

いる   いない   
 

● 下記ア～ウの発生が、監査前1年以内にあったか。 
 
  ア 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又は重

篤患者が1週間以内に2人以上発生した事例。 

あり   なし    
 
 イ 同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者が 10 人以上又は

全利用者の半数以上発生した事例。 

あり   なし    
 

  ウ ア及びイに該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等の発

生が疑われ、特に施設長が報告を必要と認めた事例。 

あり   なし    
 

☆ 上記の発生があった場合、市及び保健所に報告しているか。 

いる   いない    
 

★ 職員等に定期的に、予防及びまん延防止のための研修（感染症、食中毒）並びに

訓練（感染症）を実施しているか。 

いる   いない    
 ○ いる場合、その内容は。 

 
 
 
 
 
 

 
 
★ 共用タオルを使用しているか。           

 いる   いない  
 
 ● 排泄物・おう吐物の処理を行うため、あらかじめ処理用品を準備してあるか。 

ある   ない   
 ● その他、具体的な感染予防措置を講じている場合、具体的な内容を記入してくだ

さい。 
 
 
 
 

 
保育所における感染症対策ガイドライン

（2018 年改訂版) （2023（令和 5）年 5

月一部改訂） 

 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関す

る基準第14条第2項 

 

 

 

「社会福祉施設等における感染症等発生

時に係る報告について」の一部改正につ

いて(令和5年4月28日こ成総第18号、

こ支総第9号、健発0428第3号、生食発

0428第8号、社援発0428第18号、障発

0428第1号、老発0428第9号） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉施設等における衛生管理の改善

充実及び食中毒発生の予防について(平

成9年6月30日児企第16号) 

 

排泄物・おう吐物処理用品の例 

 ・使い捨て手袋、マスク 

 ・ガウンやエプロン 

 ・ふき取るための布やﾍﾟｰﾊﾟｰﾀｵﾙ 

 ・ビニール袋 

 ・次亜塩素酸ナトリウム 

・専用バケツ、その他必要なもの 

  

 

 


